
  

 

令 和 ２年 ７月 ３日 

大臣官房技術調査課 

総合政策局技術政策課 

 

新型コロナウイルス対策も含めた、今後の国土交通技術行政の方向性を提示 

～国土交通技術行政の基本政策懇談会 セカンドステージのとりまとめを公表～ 

 

 

 

 

 ○社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会「国土交通技術行政の基本政策懇談会」

（平成３０年４月設置 座長：石田東生 筑波大学特命教授）では、「第４次国土交通技術基本計画」（平

成２９年３月）のもと、国土交通分野における科学技術の総合的かつ計画的な振興を図るため、国土交

通省が研究開発すべき課題、実施すべき施策等について、議論を行ってきました。 

 

 ○平成３１年２月より行ってきた、懇談会セカンドステージ（第５回～第１１回）での議論に加え、新型コロナ

ウイルス感染症の対策の提言についても、石田座長よりの話題提供をもとに委員より意見を集約し、今

後の技術政策の方向性、具体的な施策の提案を含め、セカンドステージのとりまとめを行いました。 

 

 ○今後は、新型コロナウイルス感染症の対策を含めた国土交通技術政策の方向性や具体的な施策の提

案について、懇談会サードステージを立ち上げ、さらなる議論を行ってまいります。 

 

【セカンドステージとりまとめの軸】 

 （１） 技術政策の進め方（横断的課題） （２） 主要技術政策の方向性（テーマ別） 

   ○ データ駆動型の行政の推進 

○ 政策部局間、産学官の連携 

○ 技術の社会実装の迅速化 

○ 技術の社会実装の定着化 

  ① 新たなモビリティサービス 

  ② 都市・地域マネジメント 

  ③ 国際ゲートウェイ（港湾・船舶・空港） 

  ④ 物流・ロジスティクス政策 

⑤ 防災・減災、国土強靭化 

   ※上記に加え、①～⑤に関する新型コロナウイルス対策に関する提言についても記載 

 

（参考）国土交通技術行政の基本政策懇談会 

http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/s204_kokudokotsugijutsugyousei01.html 

                      

 

「国土交通技術行政の基本政策懇談会」では、国土交通省が研究開発すべき課題、実施すべき施策等

について議論を行ってきました。今般、国土交通技術行政をめぐる最新の課題、施策についての議論に加

え、新型コロナウイルス感染症の対策の提言を含め、セカンドステージのとりまとめを行いました。 

＜問い合わせ先＞ 

 大臣官房技術調査課 課長補佐 菊田、係長 中井 

  TEL: 03-5253-8111（内線 22343,22305）/ 03-5253-8125（直通）/ FAX: 03-5253-1536 

 総合政策局技術政策課 課長補佐 中川、主査 山本 

  TEL: 03-5253-8111（内線 25615,25625）/ 03-5253-8950（直通）/ FAX: 03-5253-1560 


